平成18年10月　事業・施設体系の見直しにともなう
「障害福祉サービスの利用契約」に関する留意点について
１．はじめに
　平成18年10月、障害者の状態やニーズに応じた一層適切な支援の実施を目的に、既存事業・施設体系が再編されることとなります。
　全国経営協では、本年3月、障害者自立支援法の施行にともなう利用者負担の見直しにより、契約関係書類を見直しました。今般、10月からの新事業体系への移行の施行に対応することを目的として本書にあるモデル契約関係書類を作成しました。
さて、新事業体系に関する制度上の見直しでは、その基本的考え方として、
(1)質の高いサービスがより低廉なコストでできるだけ多くの人に効果的・効率的に提供されるよう、利用者の状態やニーズ、サービスの機能に応じて設定されるとともに、
(2)地域生活移行や就労支援といった新たな課題に対応して必要となるサービス基盤の計画的整備に資すること、の2点が挙げられています。
　このなかで、事業・施設体系に関しては、前述の地域生活支援や就労支援といった新たな事業の制度化の他にも、「24時間を通じた施設での生活から、地域と交わる暮らしへ（日中活動の場と生活の場の分離）」、「1人1人の利用者に対し、身近なところで効果的・効率的にサービスを提供できる仕組みの構築」を目的に、障害種別ごとに分立していた事業が再編されます。
　　新たな事業の運営に際し、事業者たる社会福祉法人には、引き続き、利用者の障害特性に合わせた専門性を発揮することはもちろん、全国経営協の社会福祉法人行動規範に掲げる、「利用者の自己決定と選択を尊重し、その権利擁護を実現するとともに、個人の尊厳に配慮した良質かつ安心・安全なサービス提供」は、各事業者の創意工夫と不断の努力によって実現するものであり、真に国民・利用者の視点に立った取り組みを心がけることが基本となります。
とくに、サービスの利用契約にあたっては、利用者の権利擁護・利益保護の視点にたち、サービス提供事業者として十分な説明責任を果たすとともに、適切な利用契約の締結が不可欠であることに変わりはありません。具体的には、今般見直しが行われる内容について利用者や家族への丁寧な説明を行い、同意を得る必要があります。　
なお、その際、利用者の障害の特性と意思能力の状況に十分配慮した対応を行うとともに、困難を抱える場合には、成年後見制度等の活用を含めた適切な方法をとることが不可欠になります。
本モデル利用契約書等が、適正な契約締結と円滑なサービス提供のため、それぞれの事業者において利用契約書類を作成する際の指針として活用されることを願うところです。

[image: image1.bmp]　全国経営協では本年3月に、障害者自立支援法の4月施行に伴い、全国社会福祉協議会「障害福祉サービスの利用契約に関する検討委員会」報告書（平成15年3月）を基に、契約の再締結において福祉施設に求められる取り組みを「平成18年4月支援費改定にともなう『障害福祉サービスの利用契約』に関する留意点について（Ver.2）」としてまとめたところであり、本書（Ver.3）は、その改訂版となります。
２．施設・事業体系の見直しにおける主な変更点等
今般の制度見直しでは、次の事項を主とする改定が行われました。

（18年4月施行分を含む）

· 事業体系を再編。障害種別（身体・知的・精神）ごとに分けずに、障害者の自立支援の観点に立って、サービス利用の仕組みを一元化。
· 日中活動系サービスと住まいの場（居住サービス）を区分。地域生活への移行推進のため、自立訓練・就労支援系等の『日中活動事業』や、グループホーム・施設入所支援等の『住まいの場』とのサービスの組み合わせを選択。
· 障害福祉サービスごとに、利用者像、サービス内容、障害程度区分に応じた人員配置を設定し、これを勘案して報酬単価が設定。重度の障害者へのニーズ対応や、目標の達成度に応じた評価（加減算）も各種設定。
· 事業規模に応じた報酬単価を設定。
· 利用実態に応じた支払い方式「利用実績払い（日払い方式）」への転換。
· 日払い方式への転換にともなう「定員を超えた一定範囲内の利用者受け入れ」や、「食事提供の外部委託」などを可能とする規制緩和を推進。
· 現行の施設が新事業へ移行する際の作業やコストを踏まえた一時的加算を設定。
３．本書（Ver. 3）における「モデル契約書類」の考え方

(1)契約の締結について

○同一事業者が、同一の利用者に対して複数のサービスを提供する場合、契約書は1つとする。
⇒本来はサービス（事業）ごとに利用者との契約を締結すべきところ、利用者側の利便性に配慮し、煩雑な手続の簡素化をはかることを目的として、上記の考え方をとっています。

ただし、障害者支援施設（日中活動事業＋施設入所支援）については、施設入所支援利用者であっても、日中活動は他の事業者のサービスを利用することが可能であること等の制度趣旨から、日中活動事業及び施設入所支援それぞれに分けて契約を締結することを妨げるものではありません。

なお、複数のサービスを同一事業者が同一の利用者に提供する際、例えば、日中活動と施設入所支援のサービスを利用する場合、それぞれ別の事業者のサービスを選択することも可能であることを重要事項説明書に記載し、利用者・家族へ説明を行う必要があります。
(2)重要事項説明書について

○同一の事業者において複数の事業を利用する同一の利用者に対しては、重要事項説明書は1つとする。（※日中複数事業を実施する場合でも、その旨が記載できる様式とし、事業ごとに個別には作成しない。）
　　　　　　重要事項説明書については、事業ごとに別々に作成することはせず、事業者が実施する事業を一体的に示し、それぞれの利用者に対し、該当・必要箇所をサービス利用説明書等も活用しながら、簡便かつ明瞭に説明することを基本として整理しています。
　　　　　　重要事項説明書の作成にあたっては、利用者の適切な理解を促進する観点から、各事業者のサービス提供理念の明示、提供するサービス内容やその特色を個々の利用者・家族に伝えることを目的に作成する視点が必要となります。
　　　　　　なお、実施事業ごとに重要事項説明書を作成し、利用者へのサービス提供の状況に応じて（提供サービスごとに）個々に説明することを妨げるものではありません。

(3)サービス利用説明書について

· 利用者に提供するサービスの種類に応じて個別に作成するものであり、上記(1)、(2)の状況に応じて作成します。

※利用者への簡便かつ適切な説明の観点から、

①日中活動のみを行う場合

②障害者支援施設（日中＋施設入所支援）を行う場合、　を整理すると下図のイメージとなります。











　

○必要な契約関係書類について
	
	(第1種)　障害者支援施設
【施設入所＋日中活動を実施】
	(第2種)　障害福祉サービス事業
【日中活動のみ実施】

	重要事項説明書
	

●2種の事業をあわせて、1つの説明書で可
	

	利用契約書
	




	

	サービス利用説明書
	

●2種の事業をあわせて、1つの説明書で可
	

	備　　考
	※他の事業者の日中活動をあわせて利用する施設入所支援利用者については、契約書・重要事項説明書ならびにサービス利用説明書は他の事業者においても必要。
	※他の事業者の施設入所支援（グループホーム・ケアホーム含む）をあわせて利用する利用者については、別途、施設入所支援事業を行う事業者との契約が必要であることを説明。また、事業者間での連携をとることが望ましい。


参考：　再編後の新たな事業体系

	給付の名称
	介護給付
	訓練等給付

	事業の種類
	· 居宅介護（身体介護・家事援助）

· 重度訪問介護

· 行動援護

· 重度障害者等包括支援

· 児童デイサービス

· 短期入所

· 療養介護

· 生活介護

· 共同生活介護（ケアホーム）
· 施設入所支援

· 旧法施設支援

→支援費制度と同様の区分とする
	· 自立訓練（機能訓練）

· 自立訓練（生活訓練）

· 自立訓練（宿泊訓練）

· 就労移行支援

· 就労移行支援（養成施設）

· 就労継続支援（A型）

· 就労継続支援（B型）

· 共同生活援助（グループホーム）


障害保健福祉関係主管課長会議資料（平成18年6月26日、8月24日）等をもとに、全国経営協にて作成。
４．本モデル契約関係書類の改定ポイント
本書（Ver．3）におけるVer.2からの主な改定事項（ポイント）は、次のとおりです。
【重要事項説明書】
· 「2．利用施設」
· 施設入所支援ならびに、日中活動と施設入所支援をあわせて行う障害者支援施設などの第1種社会福祉事業と、グループホームや各種日中活動事業などのみをおこなう第2種社会福祉事業を分けて、記載。
· サービス管理責任者を明記。（「4．従業者の配置状況」にも反映）
· 「3．サービスに係る設備等の概要」
· 消火設備その他非常災害に際して必要な設備等を記載。　
· 「5．当事業所が提供するサービスと利用料金、負担軽減」
· すべてのサービスは、適正な手順を経て作成された「個別支援計画」に基づいて行われること、ならびに、その写しを利用者に交付することを記載。
· サービスの概要について、生産活動を伴う事業のうち「就労継続（A型）」は、本契約の他に別途、雇用契約が原則として必要であることを記載。
· 食費自己負担について、施設入所支援または共同生活援助（グループホーム）等利用者が、別事業者の日中活動を利用する際、昼食費を別の日中活動事業者へ直接支払うことを記載。
· 共同生活援助（グループホーム）または共同生活介護（ケアホーム）利用者が、外部からのホームヘルパーを利用する場合の手続、支払いについて記載。
· 個別減免、工賃控除の取扱いについて改定。
· 入院、外泊時の利用者負担について、具体的例示とともに記載。とくに、当該利用者の入院、外泊時の利用者負担ならびに訪問支援等について説明。
· 「7．利用者の記録や情報の管理、開示」
· 記録項目を明示。
【利用契約書】
· 第2条（期間）
· 訓練等給付に係る暫定支給決定時と本支給決定時の契約はそれぞれ分けて整理。
· 第3条（個別支援計画）
· Ver.2で「支援計画」とあったものを、適正な手順を経てサービス管理責任者が作成する「個別支援計画」に変更。あわせて、計画の写しを利用者に交付することを明記。
· 第7条（事業者の具体的義務）　※生産活動を伴う事業では第8条
· 安全配慮義務の項に、「非常災害」「衛生管理」の必要な措置について明記
· 秘密保持に関し、事業者が漏洩防止に必要な措置を講ずることを明記。
· 苦情の対応について具体的にその義務を明記。
※障害児施設の契約については、現時点での整理を参考として付加。
【サービス利用説明書】
· ＜サービス提供施設＞の項に、「サービス管理責任者名（個別支援計画作成者名）」を記載。
· ＜サービス実施内容＞の項に、使用する設備として居室以外の項目も記載。
５．事業者に求められる取り組み・手順のイメージ







６．適正な契約締結に向けての留意点

（１）サービス提供事業者としての説明責任

　利用者・家族から十分な理解と同意を得るため、制度改定とそれにともなうサービス提供の内容変更ならびに利用者負担等について、パンフレットや例示する図表、重要事項説明書等を用いて丁寧な説明を行うことが重要です。
また、利用者の障害の特性と意思能力等に十分配慮した適切な対応が求められます。


参考：全社協「障害福祉サービスの契約に関する研究事業～報告書～」（平成15年3月）
【契約締結過程の整理】

　○　利用者の自己決定の尊重と自立支援を重視し、利用者本人が契約内容を理解し、適切なサービスを選択することを支援していくためには、適正な契約締結過程が確立されなければならない。

　○　そのためには、契約締結に至る過程ごとの意義や関係法令からの要請について正しい認識を持つ必要がある。

　○　その際、社会福祉法や各障害者福祉法ならびに関係省令のみならず、　「消費者契約法」や「景品表示法」からの要請についても注視しなければならない。

　○　これらの法令からの要請に鑑み、障害者福祉サービス利用契約の締結過程については以下のプロセスに整理することができる。

	契約締結過程
	意　義
	関係法令

	１．情報提供
	
	

	不特定多数への情報提供
	広告やホームページ等により、サービス事業者の特定に必要な情報提供
	社会福祉法

消費者契約法

景品表示法

	利用希望者への情報提供
	パンフレット等により、サービス事業者やサービスを選択するために必要な情報提供
	

	２．重要事項説明
	利用申込者に対する契約内容やその履行に関する重要事項の説明
	社会福祉法

運営基準

	３．当事者の合意
	権利義務という法律上の効果を発生させる当事者間の意思表示の合致
	民法

	４．書面の交付
	当事者双方の権利義務やサービス内容等について記載した書面の交付

（契約内容の不明確性の排除）
	社会福祉法

消費者契約法

運営基準


（２）障害福祉サービス利用にあたっての契約締結

　福祉サービスの利用契約は、利用者と事業者双方の権利義務関係を明確にし、サービス利用者への良質かつ安心・安全なサービス提供を実現する基本となるものであり、その内容を書面として取り交わすことが必要です。

　今般の見直しでは、サービス提供に関する重大な変更（新事業体系への移行）や、入院外泊時などの支援にともなう新たな利用者負担が発生することに鑑み、重要事項説明書、利用契約書、サービス利用説明書の該当部分を変更したうえで、新たなサービス提供における契約を取り交わします。また、「利用契約の手引き」や障害者自立支援法・成年後見制度等に関するパンフレット等を活用した説明に努めることが望まれます。

参考：全社協「障害福祉サービスの契約に関する研究事業～報告書～」

【権利義務を明記する書面の関係イメージ】





↓　　　　　　　　　　　　　　　↓



（３）利用者への適切な情報提供と苦情・相談体制の整備

　サービス提供開始後も継続的に利用者の理解を促進するための情報提供に努めるともに、苦情・相談体制を改めて点検・整備し、利用者・家族とのコミュニケーション不足や不安によるトラブルを未然に防ぐ取り組みを推進する必要があります。


参考：全社協「障害福祉サービスの契約に関する研究事業～報告書～」

【情報提供の重要性】

障害者福祉サービスの情報提供については、利用者の自己決定に基づくサービス選択という支援費制度(*)の根幹ともいうべき課題であり、また、当事者間の情報量の非対称性という消費者契約としての特性からしても、事業者からの積極的かつ適切な情報提供が望まれる。

また、情報提供にあたっては、利用者の障害特性に十分に配慮して行われなければならず、利用希望者が情報にアクセスしうる環境整備について、事業者と行政が一体となって取り組むとともに、情報提供の媒体や手法等について個々の事業者や関係団体において今後とも継続して検討されるべき課題であるといえよう。　（*　平成15年3月時点での記載ですが、基本的な考え方には変わりません。）
参考：

Ver.2(平成18年3月17日発行)におけるモデル契約書類の見直しの主なポイント
(1)重要事項説明書について

①提供する障害福祉サービスの位置づけについて

　日中活動の場と生活の場（施設入所支援）といった事業の再編が今般の最大の見直しである。この4月から、食費・光熱水費等については、介護給付等の給付対象外として位置づけられており、すでに利用者負担の見直しが行われたところではあるが、事業体系の変更にともなって、重要なサービスである食事提供に関しても、引き続きその取扱いに留意を要する。
②利用料金及び利用者負担の明記について

　従来の重要事項説明書では、支援費の対象となるサービス以外の利用料金を明示するのみであったが、サービス利用料金及び利用者負担を明記し、説明する必要がある。

　その際、１日あたりの標準的なサービス利用料金及び利用者負担とともに、個別減免、補足給付等の利用者負担の軽減に関わる内容等を示すことが、より丁寧な説明のために適切と考えられる。

　なお、利用者負担については、「支援費受給者証」に記載されている金額等を参照し明示するとともに、今回の見直しにあたり、入院・外泊時の給付の見直し及び、給付の月払いから日払いへの変更に伴う利用料等に関する取り扱いについて説明することが適切である。例えば、サービス利用の取り消し（キャンセル）の申し出については、利用者に過度な負担を強いない観点から、3日前程度が妥当であると考えられる。

　なお、上記、重要事項説明書での変更点にあわせ、契約書、サービス利用説明書の該当部分に関しても見直しが必要である。
⇒これらの内容を解説する包括的な手引書（「利用契約の手引き」）


※各内容について分かりやすく説明するとともに、支援費制度や成年後見制度を解説





権利義務関係の骨格


（全利用者に共通）





個別的な契約内容


（利用者ごとに作成）





重要事項説明書





利用契約書





・個別的なサービス内容


・利用料金の額


・利用料金の支払方法





・授産活動の内容


・工賃の支払�
�
　　　　　　など





障害者支援施設（日中活動＋施設入所支援）





本来、サービス利用契約は、個々の利用者と事業者との合意により成立するものであり、契約締結に必要な各種書面の内容についても、利用者の特性や事業者の実態等により個別的に検討される必要があります。


また、利用者が自らのニーズに合致したサービスを的確に選択するために必要な情報が事業者から十分に提供されるとともに、契約締結過程において利用者の意思をサービス提供に反映させるための支援体制の整備が求められます。


とくに今般の改定では利用者とその家族等に対し、契約の内容等について、その変更点を中心に十分な説明を行ったうえで同意を得、契約締結を適切に行います。








日中活動事業のみ利用（実施）





各事業所における契約書類の見直し


「重要事項説明書」　・　「契約書」　・　「サービス利用説明書」











今般の変更点を中心とした利用者・家族への適切な説明と障害福祉サービス利用契約の締結





※上記①の契約書類を用いて、適切な説明と同意を経、契約締結を行うことが必要。その際、利用者・家族等の契約に関する各種書面の理解を促進するため、また、利用者の契約締結を支援する観点から、既存の「利用契約の手引き」（H15全国経営協作成）や、各法人で作成した事業所紹介パンフレット等を活用。


※利用者の障害の特性と意思能力の状況に十分に配慮して対応。





③利用者・家族への適切な情報提供の継続、苦情・相談体制の整備等





※利用者の自己決定と選択を尊重し、その権利擁護を実現するとともに、個人の尊厳に配慮した良質かつ安心・安全なサービスの提供に向けた取り組みを推進。








★他事業者の施設入所支援、グループホーム、ケアホーム等を利用している利用者は、それぞれの事業者と契約を締結（在宅の場合は、不要）





契約不要





施設入所支援





契約書





重要事項説明書





日中活動事業





継続的な権利擁護の取り組みへ





日中活動事業














あわせて１つの





契約書














あわせて１つの





重要事項説明書








施設入所支援





日中


活動





日中


活動





施設


入所


支援





日中


活動





施設


入所


支援








●同一事業者が1人の利用者に対して事業を行う場合、契約書は1つとする。





日中


活動








日中


活動





日中


活動





施設


入所


支援








・法人、施設の概要


・サービス内容


・利用料金


・施設内での留意事項


・重要な契約条項　


など





・契約の目的


・契約期間


・サービス内容


・利用料金の支払


・事業者の義務


・契約終了要件　など








サービス利用説明書
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